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はじめに（特定道路土工構造物とは） 

道路は、アスファルト舗装や砕石路盤、路面排水施設、縁石等の道路本体と道路本体以

外の切土のり面保護施設や擁壁等の道路土工構造物により構成しています。 

道路土工構造物のうち豪雨や地震等の災害時に崩壊し、通行止めとなった場合に大きな

社会的影響が生じる主要道路や緊急輸送道路に構築された高さが15ｍ以上の長大切土と高

さが10ｍ以上の高盛土を保護する「のり枠」、「擁壁」、「落石防護柵」等の総称を特定道路

土工構造物といいます。 

令和2年7月現在、札幌市が管理している特定道路土工構造物は市内160箇所です。 

札幌市特定道路土工構造物維持管理計画の目的 

特定道路土工構造物は、豪雨や地震等の自然現象を原因と

した様々な損傷メカニズムが存在し、自然斜面や地山等の不

均質性から現状では予見するには限界があるという特徴を

擁していることから、定期的に点検を行い、崩壊につながる

変状を把握し、適切な時期に適切な対策を施すことを目的と

して維持管理計画を策定いたしました。 

本計画では、メンテナンスサイクルの考え方を取り入れ、

特定道路土工構造物の長寿命化を推進するとともに安全・安

心で円滑な交通の継続的な確保に向けて取り組んでまいり

ます。 

道道京極定山渓線（南区601-0550-0） 特定道路土工構造物の定義1)

メンテナンスサイクル
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１．計画の位置付け

本計画は「札幌市道路維持管理基本方針」の個別施設計画の一つです。また、「札幌市市

有建築物及びインフラ施設等の管理に関する基本的な方針」の考え方を反映した個別計画

としても位置付けられます。 

（参考）札幌市道路維持管理基本方針 

安全・安心で良好な道路サービスを次代につなげるべく、長期的な視点にたち、計

画的・効率的な維持管理の実現に向けて、下記の４つの視点に基づく取組方針を定め

ています。 

Ⅰ．長寿命化の推進 

Ⅱ．ライフサイクルコストの縮減 

Ⅲ．事業の平準化 

Ⅳ．市民ニーズの反映  

（行動計画）【札幌市】

（個別施設計画） 

札幌市道路維持管理基本方針（H22 策定） 

アンダーパス等

長寿命化 

修繕計画 

（H29 年策定） 

幹線道路等 

舗装補修計画 

（H30 改定） 

補助幹線道路 

舗装補修計画 

（H28 改定） 

橋梁長寿命化 

修繕計画 

（H29 改定） 

道路トンネル 

補修計画 

（H28 策定） 

特定道路土工 
構造物 

維持管理計画 

インフラ長寿命化基本計画 

（総合計画）【札幌市】

門型標識 

長寿命化 

修繕計画 

（R2 年策定） 

横断歩道橋 

補修計画 

（H29 年策定） 

札幌市市有建築物及び 

インフラ施設等の管理に関する基本的な方針 

札幌市まちづくり戦略ビジョン 

（インフラ施設のうち、道路・橋りょう）

（基本計画）【国】
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２．特定道路土工構造物の現状

２－１．箇所数と切土・盛土の割合

平成 30 年度に実施した概略点検結果によると、札幌市には現在 1,900 箇所程度の道

路土工構造物があり、そのうち特定道路土工構造物に該当する箇所は約 250 施設とな

りますが、点検、維持管理単位は同一の被災形態が想定される場合は一つの区域とし

て設定するため、点検、維持管理単位としては 160 箇所となります。この 160 箇所の

うち 73 箇所が盛土、87 箇所が切土と、現状では切土の割合がやや多くなっています（図

２－１）。 

図２－１ 札幌市の道路土工構造物と特定道路土工構造物の割合

２－２．区別分布状況

平成 30 年度に実施した概略点検結果によると、市内で特定道路土工構造物が最も多

いのは、全 160 箇所のうち 91箇所と約半分の 57%を占める南区です（図２－２）。これ

は、南区の大半が山間部に位置しており、山間部に高さのある土工構造物が多く存在

するためです。次いで多いのは 32箇所の清田区であり、札幌東部新道に集中して大型

の土工構造物が建設されています。 

北区・東区・白石区には特定道路土工構造物は存在しません。 

図２－２ 札幌市の特定道路土工構造物の分布
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２－３．健全性の診断結果

特定道路土工構造物の健全性の診断は表２－１の判定区分により行っています。平

成 30年度に実施した概略点検結果によると、特定道路土工構造物全 160 箇所のうち判

定区分は、「Ⅰ」：132 箇所(82％)、「Ⅱ」：19 箇所(12％)、「Ⅲ」：9 箇所(6％)（図２－

３）となっており、「Ⅰ」と「Ⅱ」では盛土と切土の割合はほぼ同程度でしたが、「Ⅲ」

では 9箇所全てが切土となっています。「Ⅳ」はありません。 

また、建設年度と健全性について一定の関連はなく、古いものほど悪いといった傾

向はありませんでした。 

表２－１ 健全性の診断 2)

図２－３ 判定区分の分布状況

判定内容判定区分

Ⅰ 健全
変状はない、もしくは変状があっても対策が必要ない場合
（道路の機能に支障が生じていない状態）

変状が確認され、変状の進行度合いの観察が一定期間必要な場合
（道路の機能に支障が生じていないが、別途、詳細な調査や定期的な観察などの措置が望ましい状態）

Ⅲ 早期措置段階

変状が確認され、かつ次回点検までにさらに進行すると想定されることから構造物の崩壊が予想されるため、
できるだけ速やかに措置を講ずることが望ましい場合
（道路の機能に支障は生じていないが、次回点検までに支障が生じる可能性があり、
  できるだけ速やかに措置を講じることが望ましい状態）

Ⅳ 緊急措置段階
変状が著しく、大規模な崩壊に繋がるおそれがあると判断され、緊急的な措置が必要な場合
（道路の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高く、緊急に措置を講ずべき状態）

Ⅱ 経過観察段階

判定区分：Ⅲ

判定区分：Ⅱ

判定区分：Ⅰ
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２－４．施設規模と人口集中地区（ＤＩＤ）分布状況

平成 30 年度に実施した概略点検結果について、特定道路土工構造物の施設規模と、

人口集中地区（DID）の該当・非該当で分類しました。施設規模は区間延長が 200m 以

上（平均値約 150m）、または最大高さが盛土の場合 20m 以上、切土の場合 30m 以上（特

定道路土工構造物の定義となる高さの 2倍）の箇所を施設規模大としました。（表２－

２）また、DID は国土数値情報 3)のデータを使用しています。施設規模・DID はともに

対策や点検の優先順位を決定する際の指標としています。 

表２－２ 施設規模分類のための基準値 

区間延長 
(m) 

最大高さ(m) 

盛土 切土 

基準値 200 20 30 

特定道路土工構造物のうち、施設規模が大きい箇所は 3 割（48 箇所）を占めていま

す。DID 内で規模が大きいものは全体の 6％（10 箇所）にとどまり、大半は DID 外に分

布する現況となっています。 

施設規模が比較的小規模の箇所についても DID 内は全体の 11％（18箇所）となって

おり、全体の 59％（94箇所）は比較的小規模で人口集中地区には無いことがわかりま

す。（図２－４） 

図２－４ 特定道路土工構造物 施設規模・人口集中地区（DID）別分布図

人口集中地区（DID）

規模：大 DID：該当

規模：大 DID：非該当

規模：小 DID：該当

規模：小 DID：非該当

18％ 
ＤＩＤ内 

（28 箇所）

規模:大 
30％ 
(48箇所)
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２－５．構成部材別施設数

「道路土工構造物点検要領：国土交通省道路局（平成 29年 8月）」（以下、点検要領）

では、点検区域の考え方については、複数の施設を一つの構造物ととらえたものを 1

つの点検区域として設定することとしています。これは、道路土工構造物の特徴とし

て、「想定される一つの発生源に対して擁壁、吹付け、グラウンドアンカー等の複数の

道路土工構造物を配置し機能を組み合わせることによって、道路の安全性を確保する」

ことがあるためである、とあり、点検対象を把握するうえで構成部材は重要な要素で

す。 

平成 30 年度に実施した概略点検結果によると、盛土ではコンクリート擁壁、補強土

壁などのり面を保護する部材が多く、切土ではのり枠、落石防護柵、雪崩予防柵が多

いことが分かります。また、全 250 施設のうち付属物がない施設は盛土で 19 施設（全

盛土箇所の 26％）、切土で 21施設（全切土箇所の 24％）となっています。（図２－５） 

図２－５ 付属する構成部材別の特定道路土工構造物施設数  
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３．計画の実施方針

本計画は、計画的かつ効率的な維持管理を実現するため、以下の実施方針により

推進していくこととします。 

(1)．管理目標の設定

土工構造物の劣化シナリオの不確実性を踏まえつつ、設計当初の性能を維持できる

よう、早期措置・予防保全型の維持管理を基本とします。 

  〇土工構造物を構成する様々な構造物の部材とその構成割合等を踏まえ、点検、調査

結果から判定される健全性に基づき、特定土工構造物の管理目標を設定します。

(2)．短期維持管理計画

早期措置・予防保全対象となる特定道路土工構造物は、健全性と規模、路線の重要

度により優先順位を定め、措置優先度のグループ分けを行います。 

〇設定した管理目標に従い、定められた措置優先順位により、早期措置・予防保全を

要する特定道路土工構造物について、短期維持管理計画を立案、実施していきます。

〇点検結果による変状の状態と、推定される変状要因に応じて、各部材に適した補修

工法を選定します。

(3)．中・長期の取り組み

早期措置・予防保全型の維持管理により、メンテナンスサイクル（点検・診断・措

置・記録）を適切に実施していきます。 

  〇点検・補修に有用な新技術の導入を積極的に進め、点検、診断の精度向上、効率化

補修効果の向上を目指します。

〇特定道路土工構造物の状態を的確に評価し、早期措置・予防保全型の維持管理を行

うための適切な定期点検の実施により、道路機能低下、喪失のリスクを低減し、構

造物の長寿命化を目指します。
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３－１．管理目標の設定

「点検要領」においては、健全性の診断に基づき、適切な方法と時期を決定し、必要な

措置を講ずる、としており、点検・診断を行った結果、判定区分｢Ⅲ｣または｢Ⅳ｣について

は、適切な措置を行い、所要の安全性を確保する必要があります。また、判定区分「Ⅱ」

については、定期的な変状の進行状況の確認、あるいは別途、詳細な調査を実施し、必要

な措置を判断する、としています。

一般的に土工構造物の劣化は内的要因（風化・変質等）と外的要因（降雨・地震等）の

複合作用で進行し、内的要因は施工直後に急激に進行し、次第に連続的に漸減します。一

方で外的要因は瞬間的、断続的に作用します。土工構造を主体とする箇所は劣化シナリオ

が明らかになっておらず不確実性を伴うため、劣化の予測が困難であり、比較的劣化の予

測が可能なコンクリート構造物とは分けて性状の変化をとらえる必要があります。 

このことから、出現している変状が将来構造物の機能、健全性に影響を及ぼすかは、変

状の進行性をみて判断する必要があり、土工構造を主体とする箇所は、判定区分「Ⅱ」の

段階での早期措置実施の判断は、多くの場合困難です。よって、土工構造を主体とする箇

所は判定区分「Ⅲ」の段階で対策を実施していきます。（表３－１） 

一方で土工構造物を構成するコンクリート構造物の部材は、一般的に劣化シナリオが明

らかになっており、変状が出現した段階で、予防保全対応が可能なものも存在します。こ

のため、全体としては土工構造物でありながらも、コンクリート構造物を主体とする箇所

は、判定区分「Ⅱ」の段階での予防保全処置が望ましい場合もあります。具体的には、盛

土の大半にコンクリート擁壁工が施工されていて、擁壁に安定性が依存している土工構造

物では、予防保全的対応が可能かつ必要と考えます。（図３－１）よって、コンクリート構

造物主体箇所は「Ⅱ」の段階で対策を実施していきます。（表３－１） 

巻末の特定道路土工構造物一覧にコンクリート構造物を主体とする箇所を示します。

表３－１ 特定道路土工構造物の管理目標 

健全性の判定区分 
I 

（健全） 

Ⅱ 

（経過観察段階）

Ⅲ 

（早期措置段階）

Ⅳ 

（緊急措置段階）

土工構造を主体 

（149 箇所） 
対策不要 経過観察 

対策実施 

（早期措置） 

対策実施 

（緊急対策） 

コンクリート構造物主体 

（11 箇所） 
対策不要 

対策実施を検討

（予防保全） 

対策実施 

（早期措置） 

対策実施 

（緊急対策） 
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土
工
構
造
を
主
体
と
す
る
箇
所

事例①【601-0580-0】 

切土。一部にのり枠工、アンカー工、

落石防護柵、落石防護金網、雪崩予防

柵が付属するが、健全性の変化に最も

影響するのは土工構造物自体の劣化

であることから、土工構造物を主体と

する箇所と判断する。

事例②【601-0270-0】

切土。植生工、雪崩予防柵が付属する

が、健全性の変化に最も影響するのは

土工構造物自体の劣化であることか

ら、土工構造物を主体とする箇所と判

断する。 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
構
造
物
主
体
箇
所

事例①【601-0860-0】 

盛土。土工構造物の大半にコンクリー

ト擁壁が付属しており、健全性の変化

に最も影響するのはコンクリート擁

壁の劣化であると考えられることか

ら、コンクリート構造物を主体とする

箇所と判断する。

図３－１ 特定道路土工構造物のうち、土工構造物を主体とする箇所及びコンクリート 

構造物を主体とする箇所の具体例
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３－２．短期維持管理計画

３－２－１．補修工法の選定

      〇補修工法選定については、各部材、現場条件、点検の結果把握した変状の状況とその

推定要因に適した補修工法を検討します。（図３－３、図３－４） 

のり面構造物の具体的な補修工法の選定に関しては、コンクリート構造物等と異な

り工法選定資料がほとんどないのが現状であるため、対策事例等を参考とし最適な工

法を選定いたします。（写真３－１） 

〇定期点検・緊急点検で十分な状況の把握ができない場合は、別途詳細調査を実施して、

補修工法を検討・選定します。（図３－２） 

      〇補修工法は、特定道路土工構造物の機能低下により想定される道路機能への影響を防

止、または低減するため、特定道路土工構造物の低下した機能を回復または維持する

ことを目的として実施します。 

〇土工構造物においては、地下水、雨水などが道路機能に影響を及ぼす変状の一大要因

と考えられることから、浸透水、湧水の排水処理について、特に留意して補修工法を

選定します。 

図３－２ 補修工法選定の流れ
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図３－３ 切土のり面および斜面崩壊の崩壊形態と対策工法（１）4)
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図３－３ 切土のり面および斜面崩壊の崩壊形態と対策工法（２）4)

図３－４ 既設盛土補強土工法 5)
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＜対策実施前：落石防護擁壁表面クラック＞ ＜対策実施後：ひび割れ注入後表面被覆＞

＜対策実施前：のり枠と地山の密着不良等＞ ＜対策実施後：空隙部分の撤去・再設置＞

＜対策実施前：アンカー浮上り、斜面崩壊＞

＜対策実施前：モルタル吹付工の劣化＞ ＜対策実施後：損傷部を撤去後、再吹付＞

＜対策実施後：アンカー工増設＞

写真３－１ 対策事例 8)
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３－２－２．早期措置・予防保全対策の優先順位の考え方

〇健全性の診断を行った結果判定区分「Ⅳ」「Ⅲ」「Ⅱ」の順に対策を行うことを基本と

します。

〇同じ判定区分の場合は、判定区分ごと路線重要度、構造物の規模を考慮してグループ

分けし優先順位を決定します。（図３－５）

〇さらに、各グループ内での優先順位を定量的（点数付け）に評価するため、優先度の

判定項目を設け、得点付けを行います。（表３－２）

路線重要度

グループ① 
構
造
物
の
規
模

大

土砂災害警戒区域（土石流）内 

う回路無・DID 内 

グループ② グループ③ 

グループ② 

土砂災害警戒区域（土石流）外 

う回路有・DID 外 

早期措置・予防保全対策箇所のグルーピング 

小

・健全性の診断 

・早期措置・予防保全対象構造物の抽出 

図３－５ 早期措置・予防保全対策箇所の対策優先順位評価の概念図 

各箇所得点付けによるグループ内対策優先順位評価 

大 小
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３－２－３．補修対象箇所の選定

令和元年度より一巡目の定期点検を実施しており、1年目となる令和元年度は平成 30年
度の概略点検において判定区分Ⅲ及びⅡとなった全ての箇所を含む 30箇所の点検を行いま
した。この結果、管理目標を超えた 10箇所を補修対象とし、前項の優先順位の考え方によ
り以下のように優先順位を決定しました。（表３－３）

表３－２ 対策優先度得点評価項目一覧表 

※記載例：601-0580-0 の得点表 

表３－３ 補修対象箇所一覧表

No 管理番号 施設 路線名 判定区分 グループ分類 対策優先度得点 早期措置 予防保全

1 601-0580-0 切土 主要道道京極定山渓線 Ⅲ ① 16 〇 ―

2 601-0100-0 切土 主要道道小樽定山渓線 Ⅲ ① 9 〇 ―

3 601-0400-0 切土 定山渓中央線 Ⅲ ② 19 〇 ―

4 601-0270-0 切土 主要道道小樽定山渓線 Ⅲ ② 14 〇 ―

5 601-0500-0 切土 主要道道京極定山渓線 Ⅲ ② 12 〇 ―

6 601-0600-0 切土 主要道道京極定山渓線 Ⅲ ② 12 〇 ―

7 701-0090-0 切土 主要市道南19条宮の沢線 Ⅲ ② 11 〇 ―

8 601-1000-0 切土 石山線 Ⅲ ③ 12 〇 ―

9 601-0860-0 盛土 平岸澄川線 Ⅱ ① 6 ― 〇

10 601-0870-0 盛土 石山西岡線 Ⅱ ① 6 ― 〇
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３－２－４．補修年次計画

   〇早期措置の実施の必要性が判断された判定区分「Ⅲ」の箇所、及び「Ⅱ」と判断

されたコンクリート構造物主体箇所に対して、補修年次計画を立案します。

〇次回定期点検を行うまでに、補修が必要な箇所のスケジュールを立案します。

〇関連する道路防災点検結果等も含め、最新の点検結果により、補修計画は随時見

直していきます。

 平成 30年度の概略点検結果と令和元年度の試行点検結果から想定される概算工事費用を
計上し、次回定期点検までの 5年間で順次優先順位の高い箇所から対策を実施した場合の
補修年次計画を図３－６に示します。

 補修年次計画では、令和元年度より令和５年度までの５年間を定期点検期間（初年度は

判定区分「Ⅲ」「Ⅱ」の箇所を中心に試行点検として実施）とし、概略・実施設計を行い、

R4年度より優先度の高い判定区分「Ⅲ」グループ①の箇所から順に対策工を実施するもの
とします。

図３－６ 補修年次計画  
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３－３．中・長期の取り組み

３－３－１．維持管理計画の運用

本維持管理計画は、早期措置、予防保全対策を基本とし、構造物の傷み具合が出来るだ

け軽いうちに対策を実施し、構造物の性能低下の低減、または性能維持と構造物の長寿命

化を目指します。 

〇以下のサイクルで維持管理計画を実施することにより、適宜維持管理計画、定期点検

計画の改善を行い、計画内容の向上を図ります。(図３－７) 

〇定期点検の結果をデータベース化し、運用することで維持管理計画立案に用いるとと

もに、通常点検や災害等の緊急時にも有効活用を図ります。 

図３－７ 維持管理計画運用概念図
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３－３－２．定期点検の実施

早期措置・予防保全による維持管理により構造物の長寿命化を目指し、５年に１回

の頻度を目安として、近接目視による定期点検を実施していきます。 

近接目視点検では特定道路土工構造物を構成する各部材ごとに変状の状況を把握し

点検記録表の作成を行います。さらに、変状の進行性、部材間の変状の関連性、地形

等の周辺状況などから変状の要因を推定して、土工構造物全体としての健全性の診断

を行います。（図３－８） 

定期点検は「点検要領」に基づいて実施していきます。「点検要領」では、点検時の

着眼点として構造物の健全性、安定性、変状の進行性、道路機能への影響を挙げてい

ます。 

変状が道路への影響を及ぼすような要因によるものか、単に部材の劣化等によるも

のかを判断するためには、その変状の進行性の把握が重要となります。従って、定期

点検では確認した変状の進展度のモニタリングも重要となります。 

図３－８ 特定道路土工構造物点検の流れ 
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 定期点検実施内容 

〇定期点検は近接目視により行うことを基本とします。 

〇点検方法として、近接目視が困難な箇所、近接目視では十分な精度が得られない箇所

などでは、必要に応じて打音検査、地盤の動態観測、無人航空機（ドローン）（写真３

－２）等による空撮、空撮画像による写真測量計測、レーザープロファイラなどの活

用を図り、点検結果の精度向上と効率化を目指します。 

写真３－２ 無人航空機（ドローン）による斜面撮影作業事例 

〇道路防災点検等他の点検作業における点検記録も健全性の診断に活用し、相互に点検成

果を補完します。 

 経過観察段階と診断された判定区分「Ⅱ」の箇所に対する取り組み 

経過観察段階と診断された判定区分「Ⅱ」の箇所に対しては、変状の進展度をモニタリン

グすることにより、崩壊等道路への影響を及ぼすような要因による変状であるのかを評価す

る必要があります。 

 構成部材の種類、変状の種類、程度等により、適切なモニタリングの方法、頻度、期間等

を定め、定期点検時に変状の進展が把握できるようにすることで、健全性を適切に診断しま

す。 

 定期点検は５年間隔を目安として定められていますが、変状の状況によっては、既存の

取り組み（道路防災総点検等）を活用し、モニタリング頻度を必要性に応じて５年未満に

設定して崩壊等道路への影響を生じるような変状となる前に早期措置が行えるよう対応し

ます。 
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 定期点検の実施計画 

 「点検要領」では、点検計画の立案に関して、以下のような記載があります。

「点検要領」に従い、特定道路土工構造物の 1 巡目の点検順序については、図３－９に
示すような順序を基本とし 5年間で実施します。
原則として判定区分「Ⅲ」の箇所から点検を実施いたします。大多数を占める「Ⅰ」は

グループ①から優先的に点検を実施し、路線や区ごとにまとめ各年度の点検数が概ね同じ

数となるよう調整します。

図３－９ 特定道路土工構造物 点検計画
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４．計画の効果

〇5年に 1回を目安とした定期点検を軸に特定道路土工構造物の状態を把握し、継続的に

健全性の診断を実施することにより適切な時期に適切な対策を行います。これにより

変状が小規模なうちに補修が可能となるため費用の縮減につながります。また、人命

や財産の喪失につながる崩壊や大規模な変状を未然に防ぎ、道路利用者の安全・安心

を確保します。（図４－１） 

〇点検、診断、補修に最新の知見と技術を積極的に活用することで、効率的、効果的な

維持管理を行っていきます。 

図４－１ 平準化のイメージ図 

事後保全型コストイメージ 平準化後コストイメージ

計画的な取り組み

による平準化

（平均値）

コスト

時間

（平均値）
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巻末資料 1 

特定道路土工構造物箇所選定の考え方 



巻末 1-1 

 道路土工構造物の種類・構成部材 

   道路土工構造物とは、「道路土工構造物技術基準」(平成２７年３月３１日 国土交

通省）（以下、技術基準）に位置づけられており、道路を建設するために構築する土

砂や岩石等の地盤材料を主材料として構成される構造物及びそれらに附帯する構造物

の総称をいい、切土・斜面安定施設、盛土、カルバート及びこれらに類するものが含

まれます。（道路土工構造物点検要領：国土交通省道路局（H29.8）より抜粋）（以下、

点検要領）（図 巻末１－１） 

   シェッド、大型カルバート等は別途「シェッド、大型カルバート定期点検要領（国

土交通省道路局（H31.2）」に基づいた対象である為、本維持管理計画からは除外しま

す。 

   道路土工構造物を構成する施設の内、切土・斜面安定施設としては、切土のり面と

これに附帯するのり面保護施設（のり面緑化・のり枠等ののり面保護構造物）、およ

びのり枠等の予防施設と落石防護柵等の防護施設からなる斜面安定施設によって構成

されます。（図 巻末１－２、図 巻末１－３） 

   盛土は、盛土のり面とこれに附帯するのり面保護施設（のり面緑化・擁壁等ののり

面保護構造物）により構成されます。（図 巻末１－２、図 巻末１－３） 

   カルバートは、道路の下を横断する道路、水路等の空間を確保するために、盛土又

は原地盤内に設けられる構造物です。 

図 巻末１－１ 道路土工構造物を構成する施設例1)



巻末 1-2 

図 巻末１－２ 切土部・盛土部の断面と代表的な部位の名称2)

図 巻末１－３ 道路土工構造物点検要領の適用範囲2) 

 特定道路土工構造物の定義 

   特定道路土工構造物とは、「技術基準」に規定された重要度１の道路土工構造物の

うち、長大切土又は高盛土のことをいいます。（図 巻末１－４） 

（ａ）長大切土 

切土高おおむね１５ｍ以上の切土で、これを構成する切土のり面、のり面保護施設

（吹付モルタル、のり枠、擁壁、補強土、グラウンドアンカー等）、排水施設等を含

むものとします。 

（ｂ）高盛土 

盛土高おおむね１０ｍ以上の盛土で、盛土のり面、のり面保護施設（擁壁、補強土

等）、排水施設等を含むものとします。 



巻末 1-3 

図 巻末１－４ 特定道路土工構造物の定義 1)

特定道路土工構造物の対象とする重要度１の道路土工構造物は、「技術基準」で位

置づけられている、次の（ア）、（イ）に示すものです。 

（ア） 下記に掲げる道路に存する道路土工構造物のうち、当該道路の機能への影響が著

しいもの 

・高速自動車国道、都市高速道路、指定都市高速道路、本州四国連絡高速道路及

び一般国道 

・都道府県及び市町村道のうち、地域の防災計画上の位置づけや利用状況等に鑑

みて、特に重要な道路 

（イ）損傷すると隣接する施設に著しい影響を与える道路土工構造物 



巻末 1-4 

 特定道路土工構造物の定義にかかわる、札幌市における重要度１の考え方 

   上記「技術基準」における重要度１の考え方に従い、札幌市では以下の路線・箇所

を重要度１とします。

DID・緊急輸送道路・幹線道路・重要物流道路・バス路線・う回路無・土砂災害警

戒区域（土石流）・他構造物や施設への影響度が大きい箇所（橋梁・トンネル等の

他の道路構造物、他者管理道路や公共施設へ及ぶ被災時の影響が大きい土工構造

物）等に該当する場合を重要度１とします。

 維持管理単位の考え方 

維持管理・点検区域の単位は、地形的な要因等により被災形態が同一と想定され、

一般に複数の施設を含む区域をひとつの維持管理・点検区域として設定します。 

ただし、道路延長方向に長大に連続するのり面などにおいては、地形的な要因によ

り想定される被災形態が同一のり面内でも異なる場合や、記録の整理方法を考慮する

場合などは、適当な区分で分割してもよいものとします。（図 巻末１－５） 

図 巻末１－５ 点検区域の考え方1)

盛土高さ 
10m 以上 
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補修対象箇所対策工（案） 
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